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改正特商法・割販法
第１　はじめに
１　改正の経緯
・次々販売の問題
・クレジット会社の過剰与信
・迷惑メール
２　改正法の狙い

・規制の抜け穴の解消
・訪問販売の規制強化
・クレジット規制の強化
３　改正法の施行時期（平成２０年６月１８日公布）
	第１段階　特商法の迷惑広告メール関係　⇒　平成２０年１２月１日施行
第２段階　本体施行（第３段階を除く）　⇒　平成２１年１２月１日施行
第３段階　過剰与信防止義務違反に対する行政規制※及び調査記録作成義務


※　支払可能見込額の調査，及びこれを超える与信の禁止等違反が業務改善命令の対象となる（附則４条・割販法３０条の５の３，３５条の３の２１）
４　旧法下における問題点

【事例】
	Ａ（７２歳女性）は一人暮らしをしていた。収入は月額１２万円程度の年金のみである。数年前，布団の訪問販売を受けたのを皮切りに，現在に至るまで，契約件数１３件①（いずれも訪問販売で個別クレジット利用，商品は寝具類②），負債総額は約７００万円ともなり，クレジットの月々の支払は月額８万円にも上る③。契約のうち，３ヶ月前に契約したものについては，腰痛改善効果があると勧誘を受け購入したものであるが、後になって、ただのポリエステルの布団で虚偽の事実を告げられたことが判明した④。

販売業者数社は既に事実上倒産状態とのことである。月々のクレジットの支払を止めて，これまでに支払った代金も返して欲しい⑤。


①過量状態であることのみにより契約の効力を否定すること困難

⇒　消費者の事情，販売業者等の認識，契約件数・金額等により公序良俗違反あるいは不法行為を主張
②特定商取引法（訪問販売），割賦販売法いずれについても，指定制度をとるため，各法の適用につき，当該商品が指定商品に該当するかをチェックする必要があった（両法では指定の対象も異なる）。
③過剰与信の主張につき，旧割賦販売法は訓示規定を置くに留まったため（旧法３８条），同条を違法性の根拠とするのは困難。
④消費者契約法は，不実告知の対象を「重要事項」に限定する。したがって，クレジット契約についての取消を主張するには，販売契約の取り消しに加えて，拡張説に基づく主張を展開する必要があった。拡張説はこれを認容した下級審の裁判例はあるが，立案担当者（内閣府）が「重要事項」につき限定説をとることから，同説は司法上の確立した判断とは言い難い状況。
⑤旧割賦販売法はクレジット会社に対する主張としては，将来における支払の拒絶ができるに留まる。したがって，既払金相当額の返還を求めるためには，販売業者を相手方とする訴訟や，赤伝処理等を検討せざるを得なかった。ところが，これらは販売業者が事実上倒産等している場合は，困難であった。すなわち，上記④を別とすれば特別法において，クレジット会社が，既払金返還義務の主体となることはなかった。

第２　特定商取引法の改正について

１　平成20年改正に至るまで

	時期
	概　　要

	昭和51年法制定

（昭和51年12月3日施行）
	· 販売業者の店舗における対面販売と比較して特殊な販売形態について規制　⇒　訪問販売・通信販売・マルチ商法（連鎖販売取引）

· 訪問販売、通信販売について指定商品制を採用

· 訪問販売について4日間のクーリング・オフ制度を採用

· 通信販売について広告記載事項の義務付け
· 連鎖販売取引について14日間のクーリング・オフ制度を採用

	昭和59年法改正

（昭和59年12月1日施行）
	· 訪問販売におけるクーリング・オフ期間を7日間に延長

	
	昭和59年割賦販売法改正法施行

· クーリング・オフ期間を7日間に延長

· 抗弁権の接続規定を新設

	昭和６３年法改正

（昭和６３年1１月1６日施行）
	· 訪問販売、通信販売について、指定商品のほかに指定権利、指定役務を追加

· 訪問販売、通信販売に関する適用除外規定について、商行為から「営業のために若しくは営業として」に変更

· 訪問販売におけるクーリング・オフ期間を８日間に延長

· キャッチセールスやアポイントメント商法が訪問販売に該当することを条文上明示

· 通信販売について誇大広告禁止規定設置
· 連鎖販売取引について、再販売型のほかに受託販売型、販売のあっせん型を追加

	平成8年法改正

（平成8年11月21日施行）
	· 新たな規制の対象として電話勧誘販売を追加

· 連鎖販売取引におけるクーリング・オフ期間を20日間に延長
· 連鎖販売取引について、刑事罰の対象として統括者、勧誘者のほかに一般連鎖販売業者が追加

	平成11年法改正

（平成11年10月22日施行）
	· 新たな規制の対象として特定継続的役務提供（エステ・語学教室・学習塾・家庭教師）を追加

	平成12年法改正

（平成13年6月1日施行）
	· 名称が「訪問販売等に関する法律」から「特定商取引に関する法律」に変更
· 新たな規制の対象として業務提供誘引販売取引を追加

· 連鎖販売取引について、特定負担の金額要件（2万円以上）条件規定を廃止

	平成14年法改正

（平成14年7月1日施行）
	· 通信販売、連鎖販売取引、業務提供誘引販売取引において、電子メール広告にオプトオウト規制（広告の送付は自由だが、拒否者に送付することを禁止）採用

	平成16年法改正

（平成16年11月11日施行）
	· 訪問販売、連鎖販売取引、業務提供誘引販売取引について、勧誘に先立ち、販売業者等の氏名・名称、勧誘目的である旨、商品の種類等の明示義務付け

· 販売目的を隠匿して、キャッチセールスまたはアポイントメントセールスの方法によって公衆の出入りしない場所に誘い込んで勧誘をすることの禁止

· 不実告知の重要事項を例示列挙して明確化

· 不実告知、故意の事実不告知により購入者等が誤認をして契約した場合の取消規定を新設

· クーリング・オフ妨害行為について条文化
· 連鎖販売取引について中途解約制度採用


２　平成20年改正法の概要

（１）ポイント

	趣旨
	改正ポイント
	取引
	備考

	規制の抜け穴を解消
	原則として、すべての商品、役務を目的とする取引を規制の対象とする
	訪問販売

通信販売

電話勧誘販売
	・指定権利は維持
・自動販売機やポストを営業所等に追加

	訪問販売の規制を強化
	当該契約を締結しない意思を表示した者に対する勧誘の禁止
	訪問販売
	法３条の２第２項

	
	クーリング・オフおよび過量
販売解除された場合、購入者等が仮に商品を使用し、いわゆる使用利益を享受していた場合でも、販売業者等はその対価を請求できない。
	
	法９条５項
（法９条の２第３項で過量販売解除において準用）

	
	通常必要とされる分量を著しく超える商品等を購入する契約を締結した場合、契約後1年間は契約解除できる
	
	法９条の２

	
	展示会商法対策として、通達を明確化
	
	通達

	インターネット取引の規制を強化
	返品の可否等を広告に表示していない場合、8日間、送料購入者負担で契約解除できる
	通信販売
	法１５条の２

	
	あらかじめ承諾しない限り、電子メール広告の送信禁止（オプトイン規制）
	通信販売

連鎖販売取引
業務提供誘引販売取引
	法１２条の３
法３６条の３
法５４条の３

	罰則強化
	不実告知、故意の事実不告知、クーリング・オフを妨害するための威迫行為、困惑惹起行為

↓

3年以下の懲役または300万円以下の罰金、またはこれを併科
	訪問販売

電話勧誘販売

連鎖販売取引

特定継続的役務提供

業務提供誘引販売取引
	法７０条

	
	販売等の勧誘目的であることを告げないで、キャッチセールス・アポイントメントセールスの方法で、公衆の出入りする場所以外の場所に誘い込んで、当該販売の勧誘
↓

1年以下の懲役または200万円以下の罰金、またはこれを併科
	訪問販売
連鎖販売取引

業務提供誘引販売取引
	法７０条の３

	自主規制の強化
	社団法人日本訪問販売協会の会員が、訪問販売について特商法に基づいて契約解除・取消されたにもかかわらず、当該代金を返金しない場合、同協会が購入者等に対して金銭補償をする
	訪問販売
	法２９条の２


（2） 施行日前後の適用法の整理（附則４条）

	主な項目
	適用法の区別
	備考

	申込書面
（法４、１８条）
	①申込が平成21年11月30日まで
	旧法
	

	
	②申込が平成21年12月1日以降
	新法
	

	契約書面
（法５、１９条）
	①契約締結が平成21年11月30日まで
	旧法
	

	
	②契約締結が平成21年12月1日以降
	新法
	

	クーリング・オフ
（法９、２４条）
	①申込および契約締結が平成21年11月30日まで
	旧法
	

	
	②申込が平成21年11月30日まで、当該申込にかかる契約締結が平成21年12月1日以降
	旧法
	

	
	③申込が平成21年12月1日以降
	新法
	

	過量販売解除
（法９条の２）
	①申込および契約締結が平成21年11月30日まで
	
	適用なし

	
	②申込が平成21年11月30日まで、当該申込にかかる契約締結が平成21年12月1日以降
	
	適用なし

	
	③申込が平成21年12月1日以降
	新法
	

	協会による金銭の交付制度
	①平成21年11月30日までに、旧法に基づいてクーリング・オフ等した場合
	
	③の場合のみ適用になる見通し

	
	②平成21年12月1日以降、旧法に基づいてクーリング・オフ等した場合
	
	

	
	③平成21年12月1日以降、新法に基づいてクーリング・オフ等した場合
	
	


３　指定商品・役務制度廃止
訪問販売・通信販売・電話勧誘販売に関する主な適用除外規定（法２６条）
　⇒　権利については指定制度が維持された。

⇒　指定制度廃止に伴って，別法で購入者の利益保護が図れると考えられる事業については適用除外として列挙された。

（１）特定商取引法全体が適用されない
	法２６条１項
	①　申込者や購入者等にとって「営業のため若しくは営業として」締結する販売または役務の提供

②　国外にある者に対する販売または役務の提供

③　国または地方公共団体が行う取引

④　労働組合等の団体が構成員に対して行う取引

⑤　事業者が従業員に対して行う取引

6 株式会社以外の者が発行する新聞紙の販売

7 弁護士が行う弁護士法3条1項に規定する役務の提供等

8 次に掲げる販売または役務の提供

（1） 金融商品取引業者等が行う金融商品の販売等

（2） 宅地建物取引業者等が行う宅地建物取引業法2条2号所定の商品の販売等

（3） 旅行業者等が行う旅行業法2条3項所定の役務の提供

（4） 他の法律によって購入者等の利益を保護することができると認められる販売等として政令で定めるもの

	施行令５条、別表第２
	経済産業省のイメージ解説を参照


※経済産業省のイメージ解説

■「特定商取引法の適用除外等について」（政令５条・別表第２）

	ⅰ）金融取引に関するもの（１９法律）

金融商品取引業、銀行業、保険業など、金融機関が行う取引について規定する。（具体例）有価証券の売買、預貯金業務、保険の引受など

ⅱ）通信・放送に関するもの（４法律）

電気通信事業、放送事業など、通信・放送に関する役務について規定する。（具体例）電話、インターネット接続サービス、ケーブルテレビ、衛星放送など
ⅲ）運輸に関するもの（９法律）

航空運送、陸運、海運など、輸送機関によって乗客や貨物を輸送する役務について規定する。（具体例）航空運送事業、鉄道事業、バス・タクシー等の運送、フェリーの運送など

ⅳ）法律に基づく国家資格を得て行う業務に関するもの（７法律）

（具体例）公認会計士、司法書士、土地家屋調査士、行政書士、税理士、社会保険労務士、弁理士

ⅴ）その他の類型（１０法律）

（具体例）商品取引、自動車整備業、倉庫業、国民年金、信用購入斡旋、積立式宅地建物販売、海外商品取引、商品投資顧問業、不動産特定共同事業、裁判外紛争解決手続のようなⅰ～ⅳ以外の類型。


（２）書面交付（法４,５,１８,１９条）・クーリングﾞ･オフ（法９,２４条）が適用されない
	法２６条２項
	役務の提供であって、かつ、契約締結後直ちに役務の全部の履行がなされるのが通例であるもの（政令で定めるもの）について、契約締結後直ちに履行された場合。

	施行令６条
	· 役務提供事業者が

· 営業所等以外の場所において呼び止めて

· 営業所等に同行させた者から

· 役務提供契約の申込を受け、または契約締結して行うもの

	
	①海上タクシー　　　　　　　　②飲食店において飲食させること

③あん摩、マッサージ、指圧　　④カラオケボックス

	省令２３条の３
	１．当該役務提供契約の締結後、直ちにその全部が履行された場合
２．当該役務提供契約の締結後、直ちにその全部が履行されることとなっている場合であって、役務の提供を受ける者の申出によって、その一部のみが履行された場合


（３）クーリング・オフ（法９、２４条）の適用除外

	法２６条３項１号
	その販売条件等の交渉が、販売業者等と購入者等との間で相当期間にわたり行われるのが通常の取引態様である商品・役務として政令で定めるものの販売・提供

	
	【施行令６条の２】

商品　⇒　自動車

役務　⇒　自動車の貸与

	法２６条３項２号
	　契約締結後速やかに提供されない場合、その提供を受ける者の利益を著しく害するおそれがある役務の提供

	
	【施行令６条の３】

①電気　②ガス（ＬＰガスは該当しない）③熱供給事業法２条２項規定の役務④葬式のための祭壇の貸与その他の便益の提供

	法２６条４項１号
	申込書面等を受領した場合において、その使用または一部の消費により価額が著しく減少するおそれがある商品として政令で定めるものを使用したり、全部または一部を消費したとき（当該販売業者が使用させ、消費させた場合を除く）

	
	【施行令６条の４】

①動物および植物の加工品（一般の飲食の用に供されないものに限る）であって、人が摂取するもの（医薬品を除く）

②不織布および幅が１３ｃｍ以上の織物

③コンドームおよび生理用品

④防虫剤、殺虫剤、防臭剤および脱臭剤（医薬品を除く）

⑤化粧品、毛髪用剤および石けん（医薬品を除く）、浴用剤、合成洗剤、洗浄剤、つや出し剤、ワックス、靴クリームならびに歯ブラシ
⑥履物　　⑦壁紙

⑧薬事法３１条に規定する配置販売業者が配置した医薬品

	法２６条４項２号
	申込書面等を受領した場合において、相当期間品質保持が困難、品質低下により価額が著しく減少するおそれがある商品として政令で定めるものを引き渡されたとき

	
	【政令なし】

	法２６条４項３号
	現金取引（契約締結と同時に契約当事者相互の債務が完全に履行された場合）において、商品もしくは指定権利の代金または役務の対価の総額が政令で定める金額に満たないとき

	
	【施行令７条】３０００円


（４）【訪問販売】法４条から１０条までの規定が適用されない

	法２６条５項１号
	住居での取引を請求した者に対する訪問販売

	法２６条５項２号
	· 販売業者等が

· その営業所等以外の場所において

· 商品等につき売買契約の申込みを受ける等が通例であり、

· かつ、通常購入者等の利益を損なうおそれがないと認められる取引の態様で

· 政令で定めるものに該当する訪問販売

	
	【施行令８】

①　店舗販売業者の巡回訪問（例：酒屋の御用聞き）

②　店舗販売業者の得意先訪問（過去１年内に１回以上の取引）

③　無店舗販売業者の得意先訪問（過去１年内に２回以上の取引）

④　管理者の承認を受けた事業所訪問

	
	【上記②と③について注意】

過去の取引として認められるためには
· その取引に法４条（申込書面）、法５条（契約書面）、法９条６項（役務提供契約をクーリング･オフした後、その契約に関連して受領した金銭を速やかに返還）の規定に違反する行為がない
· その取引に法７条１号（契約によって生じた債務・契約解除によって生じた債務の履行を拒否したり、または不当に遅延させる）、同条３号（過量販売となる契約の勧誘、施行規則６条の３）に掲げる行為がない
· 過去の取引のあった日以後に法９条の２第１項各号（過量販売）に該当する契約を締結することを目的としていない
· 法３条の２第２項（再勧誘の禁止）、法６条１項～３項（不実告知、故意の事実不告知、クーリング･オフ妨害）の規定に違反する行為がない
· 法７条２号（重要事項について故意の事実不告知）に掲げる行為がない


（５）【電話勧誘販売】法１８条、１９条、２１～２５条が適用されない

	２６条６項１号
	電話をかけることを請求した者（※）に対する電話勧誘販売

※　ただし、次の者を除く

· 電話勧誘行為により電話をかけることを請求した者

· 施行令９条（販売目的隠匿）で定める行為により電話をかけることを請求した者

	２６条６項２号
	· 販売業者等が

· 電話勧誘を行って、

· 商品等につき売買契約の申込みを郵便等によって受ける等が通例であり、

· かつ、通常購入者等の利益を損なうおそれがないと認められる取引の態様で

· 政令で定めるものに該当する訪問販売

	
	【施行令１０条】

販売業者と継続的取引（過去１年内に２回以上の取引）

	
	【上記②と③について注意】

過去の取引として認められるためには
· １８条、１９条、２０条、２４条６項の規定に違反する行為がない
· ２２条１号に掲げる行為がない
· １７条、２１条の規定に違反する行為がない
· ２２条２号に掲げる行為がない


４　訪問販売における勧誘規制

（１）改正前から規定されていた３条の構造
	規制の対象となる主体
	・販売業者

・役務提供事業者

	意図する取引態様
	・訪問販売をしようとするとき

	時期
	・その勧誘に先立って

（法の趣旨は、相手方が勧誘を受けるか拒否するかを判断する最初の重要な機会を確保する）

	明示する相手方
	・その相手方に

	明示する事項
	· 販売業者等の戸籍上の氏名、登記簿に記載された商号・名称

· 売買契約等について勧誘する目的であること

· 商品等の種類

	明示の方法
	・その相手方に確実に伝われば、書面、口頭のどちらでもよい


（２）改正法によって新設された３条の２の構造
	1項
	規制の対象となる主体
	・販売業者・役務提供事業者

	
	意図する取引態様
	・訪問販売をしようとするとき

	
	時期
	「その勧誘を開始する前に」

・条文にはいつの時点で確認するかという文言ないが、ガイドラインで明確化
・3条の明示と併せて勧誘を受ける意思の確認が行われることを想定

	
	確認する相手方
	・その相手方に

	
	確認する事項
	・勧誘を受ける意思があること

	
	確認の方法
	・その相手方の意思を明確に確認できれば、書面、口頭のどちらでもよい


	２項
	規制の対象となる主体
	・販売業者・役務提供事業者

	
	意図する取引態様
	・訪問販売をしようとするとき

	
	時期
	・1項の確認行為の後
	条文に時期に関する文言は無いが、条文の整合性から

	
	勧誘が禁止される相手方
	・訪問販売に係る売買契約等を締結しない旨の意思表示した者

【意思表示】の方法

最終的に契約を締結するつもりが無いことを表示することを要し、勧誘が続くことを拒否するだけでは本条の「意思表示」には当たらない。

〇：「いりません」「関心がありません」など、明示的に契約締結意思が無いことを表示
×：「今は忙しいので後にして欲しい」は、勧誘行為を拒絶したに過ぎず、本条における契約締結意思がないことを表示したとはいえない
×：「訪問販売お断り」というステッカーを玄関等に貼っておくだけでは、本条における契約締結意思がないことを表示したとはいえない
勧誘拒否した者と同居をしている他の者に対する勧誘も直ちに違法とはいえない

	
	禁止される行為
	当該売買契約等の締結について勧誘してはならない

↓

· その場で引き続き勧誘することが禁止

· 再び勧誘することも禁止

· 同一会社の他の勧誘員が再び勧誘することも禁止


	【当該】の判断について（例示）

	
	
	
	あるサプリメントの販売について勧誘しようとするときに、「このサプリメントはいりません」と意思表示

↓

　当該サプリメントの勧誘が禁止

↓

　その他のサプリメントの販売勧誘は許容される

	
	
	
	ある浄水器の販売について勧誘をしようとするときに、「浄水器はいりません」と意思表示

↓

広く浄水器全般の販売勧誘が禁止

	
	
	
	台所リフォームの勧誘をしようとするときに、「うちはリフォームはしません」と意思表示

↓

台所に限らず、リフォーム工事全般について勧誘が禁止

	
	
	
	同じ商品の販売勧誘であっても、ある程度の期間が経過すれば、本条の禁止規定の対象とならなくなる。

ある程度の期間については、その商品等の性質等に鑑みて個別に判断する


※「訪問販売お断り」などのステッカーについて
⇒　相対での意思表示を必要とするのが立案担当者の見解

■第１６９回国会　経済産業委員会　第１５号（平成２０年５月２１日）

	○近藤（洋）委員　大概のお宅にはセールスお断りというステッカーが張ってあるんですね。これは大概のお宅ですよ、ほとんどそのステッカーが張ってあります。この場合は、もはやセールスお断りという意思が表明されているから、その家には訪問できない、こういうことになるのかどうか、お答えいただきたいと思うんです。

○寺坂政府参考人　今回、改正案で御提案しております規定は、拒否の意思を示した消費者に対して再度の勧誘が相当の期間禁止されるということでございますから、そういう禁止効果を発生させる意思というものは、その契約を締結する意思がないことを明確に示すものでなければならないと考えてございます。
　ですから、今御指摘がございましたステッカー、いわゆるステッカー規制とかそういったことを言われているわけでございますけれども、消費者が事業者に相対してお断りということを直接伝えることが原則と考えてございますので、訪問販売お断りといったような一般的なステッカーにつきましては、その意思をどなたが示しているかというその意思の表示主体、それから、いつまでかとか、あるいはどの時点でそれを出されたかという表示の時期、そういったものが不明確でございます。かつ、どの事業者に対して拒否、お断りと言っているのかといったようなところも特定されない、そういう点があるわけでございますので、いわゆるステッカーにつきましては、今回の規定におけます拒否の意思の表示方法には当たらないというふうに考えているところでございます。


※　意思表示の効果の範囲

　⇒　意思表示をした者（同居の家族まで勧誘が規制されるのではない）。

■前掲平成２１年４月１４日経産省資料１６頁

	①「契約を締結しない旨の意思を表示したもの」に対してその後再び勧誘を行うことを禁止している。

②したがって，同居者の一人が契約を締結しない旨の意思を表示したからといって，他の同居者に対して勧誘を行うことは直ちに違法とはならないが，一度契約を締結しない旨の意思を表示した者の住居を訪問することは，例えば同一人物に対する再勧誘を行うことになる場合があり得るものであり，そのような場合には違法となる。


※　別商品の勧誘は？

⇒　個々の事例ごとに判断

■第１６９回国会　経済産業委員会　第１５号（平成２０年５月２１日）

	○寺坂政府参考人　この規定に関しましては、契約を締結しない旨の意思を表示した契約単位でその効果が及ぶというふうに考えてございます。したがいまして、消費者が契約を拒否した商品とかあるいはサービス、そういったものと同一の内容であると判断されるものにつきましては、これはやはり、まさに再勧誘になっているわけでございますから、再度の勧誘は禁止されることになります。類似というのはどの範囲でいうかとか、そういうのはなかなか難しい点でございますけれども、基本的な考え方はそういうことでございます。


※　いつまで勧誘が禁止されるのか

■前掲平成２１年４月１４日経産省資料１７頁

	同じ商品等の契約であっても，例えば，・数か月から１年単位での契約が通常である商品等については，その期間が経過すれば別の商品等の契約と考えられ，・また，季節毎の商品の入れ替えや毎年の新機種の市場投入がある商品等については，商品の旧型化による価格低下等が生じるおよそ数カ月や１年が経過すれば，別の商品等の契約と考えられるなど，その商品等の性質等にかんがみて，相当な期間が経過した場合は，実質的に別の商品等の契約であると考えられる場合もある。


５　過量販売解除権　
（１）意義

次々販売事件等においても，契約の消滅等の主張を行う前提として，個々の契約に至る経緯等を聴きとり，販売業者等の違法性を主張・証明等する必要があるが，深刻な事件になればなるほど，かえって，個々の取引の事情を聴取することが困難になる。

しかしながら，本解除権は，客観的数量が「過量」であることのみをもって解除できるとするもので、個々の契約における違法性を証明することなく契約の解除を可能とした点に意義がある。

（２）1回の契約で過量（法９条の２第１項１号）
	申込を撤回、契約を解除できる主体
	・訪問販売によって契約の申込をした者

・訪問販売によって契約を締結した者

	申込を撤回、契約を解除できる契約の属性
	販　売
	その日常生活において通常必要とされる分量を著しく超える
	【その】

　↓

一般的ではなく具体的

　　↓

· 販売する商品の性質、機能

· 申込者等の世帯構成人数等

	
	
	
	【池本弁護士の解説】

通常の合理的な契約行動としては締結しないほど不自然な数量の取引

	
	
	商品・指定権利の売買契約
	　同じ商品？
　　↓

　2号規定の「同種」の文言なし

	
	役務提供
	その日常生活において通常必要とされる回数、期間、分量を著しく超える
	

	
	
	役務提供契約
	

	撤回、解除の意思表示の方法
	任意の方法
	クーリング･オフの書面要件、発信主義は不採用

	撤回、解除の行使期間
	当該売買契約締結から1年以内


· 例外として、「申込者等に当該契約の締結を必要とする特別の事情があったときはこの限りではない」（特商法９条の２第１項但書）→　立証責任は販売業者等が負う
· クーリング･オフと異なり、法２６条４項１号（消耗品に関する適用除外規定）の適用は無い
· 効果はクーリング・オフの規定を準用している（法９条の２第３項）
	①　販売業者等は損害賠償又は違約金の請求ができない（法９条３項）
②　商品等の引き取り費用は販売業者等が負担する（同条４項）

③　商品・指定権利・役務の使用収益相当額の支払請求ができない（同条５項）

④　役務提供契約に関連して金銭を受領しているときは，速やかに返還しなければならない（同条６項）。

⑤　役務提供契約等に基づき，土地又は建物その他の工作物の現状が変更されたときは，販売業者に対し原状回復に必要な措置を無償で行うことを求めることができる（同条７項）。

⑥　上記に反する特約で申込者等に不利なものは無効とする（同条８項）。


過量の基準は？

【参考】第１６９回国会　経済産業委員会　第１４号（平成２０年５月１６日）

	○寺坂政府参考人　過量販売契約の解除規定に関しまして、日常生活において通常必要とされる分量を著しく超える、これ以上の量を販売することを過量というわけでございますが、その過量に関します、該当いたしますガイドラインを定める、そういったことにつきましては、個別の契約ごとに商品やサービスといったものの性質、それから消費者サイドの方は例えば家族構成といったものなど消費者サイドの御事情、そういったものによりまして個別に過量となる量が異なるということが考えられます。
　それから、あえて一つの目安といいますか、そういった意味合いでの具体的な数値を設定するといたしますと、今度は、それをわずかに下回る取引、そういったことをねらう悪質商法を呼び起こしかねないといったような心配も現実問題としてあるわけでございまして、そういう意味合いで、過量に該当いたしますガイドラインを定めるということは適当ではないというふうに考えてございます。
ただ一方で、この範囲であればおおよそ過量などには該当しない、これはもう明らかに該当しないといったようなものを、考えられる量を業界が自主基準といったような形で定めることは、事業者が安心して取引を行う上では重要であるというふうに考えてございまして、経済産業省といたしまして、そういった取り組みを促してまいりたいと考えてございます。
それから、立証負担の関係でございますけれども、今回こうした規定を設けるということでございますので、過量に当たらないんだといったようなことにつきましては、今度は、事業者サイドがどのように説明をしていくのかといったようなことが大切なわけでございます。そういった意味合いでの立証負担の軽減が図られるというふうに考えてございます。


（３）過量となることを知りながら契約（法９条の２第１項２号前段）
	申込を撤回、契約を解除できる主体
	・訪問販売によって契約の申込をした者

・訪問販売によって契約を締結した者

	申込を撤回、契約を解除できる契約の属性
	販　売
	当該販売業者が①～③の事実を知っていること
（立証責任は申込者等）
1 当該売買契約に基づいて商品等を引き渡すことによって

2 申込者等にとって当該売買契約の目的物と同種の商品等の分量が

3 その日常生活において通常必要とされる分量を著しく超えることとなる

	
	
	商品・指定権利の売買契約
	【同種】の範囲

	
	役務提供
	当該役務提供業者が①～③の事実を知っていること
1 当該役務提供契約に基づいて役務提供することによって

2 申込者等にとって当該役務提供契約の役務と同種の役務の提供を受ける回数、期間、分量が

3 その日常生活において通常必要とされる回数、期間、分量を著しく超えることとなる

	
	
	役務提供契約
	

	撤回、解除の意思表示の方法
	任意の方法
	クーリング･オフの書面要件、発信主義は不採用

	撤回、解除の行使期間
	当該売買契約締結から1年以内


（４）すでに過量であることを知りながら契約（法９条の２第１項２号後段）

	申込を撤回、契約を解除できる主体
	・訪問販売によって契約の申込をした者

・訪問販売によって契約を締結した者

	申込を撤回、契約を解除できる契約の属性
	販売
	当該販売業者が右枠の事実を知っていること
（立証責任は申込者等）
	1 申込者等にとって当該売買契約の目的物と同種の商品等の分量が

2 その日常生活において通常必要とされる分量をすでに著しく超えていること

	
	
	商品・指定権利の売買契約
	【同種】の範囲

	
	役務提供
	当該役務提供業者が右枠の事実を知っていること
（立証責任は申込者等）
	1 申込者等にとって当該役務提供契約の役務と同種の役務の提供を受ける回数、期間、分量が

2 その日常生活において通常必要とされる回数、期間、分量をすでに著しく超えることとなる

	
	
	役務提供契約
	

	撤回、解除の意思表示の方法
	任意の方法
	クーリング･オフの書面要件、発信主義は不採用

	撤回、解除の行使期間
	当該売買契約締結から1年以内


（５）実務における問題点
【事例１】耐震補強工事
	　相談当時、丙男は６７歳。妻と二人暮らしであり、年金生活。年金は月額２８万円。資産は自宅のほか、預貯金と国債が合計４００万円ある。子ども達は結婚して独立している。

半年前、丙男の自宅に耐震診断をすると言って建築屋が訪問してきた。耐震診断の結果、基礎と柱の接合部分の補強が必要と言われた。また、併せて屋根瓦も直したほうがいいと言われた。そこで、丙男は、柱の補強工事（230万円）、屋根瓦の雨漏り防止工事（50万円）、しっくい塗装工事（20万円）を、合計３００万円で依頼した。丙男は、貯金がなくなるのは困ると思い、毎月６万円弱を５年間支払うクレジットを組んで、工事代金を支払った。
数日前、子ども達が遊びに来たとき、丙男は修繕したことを話した。子ども達は、不審に思い、知り合いの大工を呼んで、どんな工事をしたか見てもらった。その結果、その大工は「確かに何かしらの工事をしてるけど、わしなら、この程度の工事で３００万円もとらんよ。」と言った。


【事例２】次々販売①
	　相談当時、甲子は６４歳。一人暮らしの年金生活者であり、年金の月額は１３万円。資産は居宅（亡くなった夫名義のまま）のほかには特になし。
　甲子は、1年前ショッピングセンター内にある呉服店で、アンケート用紙に自宅の連絡先を記入してから、盛んに勧誘を受けるようになった。当初は電話勧誘だったので断っていたが、従業員が度々甲子の自宅を訪問するようになり、しつこく勧誘され、クレジットを利用して着物を次々に購入してしまった。

　その結果、甲子Aは、わずか１年３か月ほど間に、クレジットを利用して、同じ呉服店と１２回の呉服等の売買契約を締結した（表参照）。


	年月日
	販売店
	ｸﾚｼﾞｯﾄ会社
	支払総額
	毎回の割賦金額
	購入商品名

	H21,7,6
	Ｔ
	Ｏ
	1,408,376円
	23,400円
	大嶋紬、袋帯他

	H21,12,2
	
	
	1,581,851円
	26,300円
	訪問着他

	H22,1,12
	
	
	1,213,200円
	20,200円
	袋帯他

	H22,2,28
	
	
	2,219,347円
	36,900円
	付下、名古屋帯

	H22,3,13
	
	Ｓ
	1,245,552円
	20,700円
	訪問着他

	H22,3,29
	
	
	962,472円
	16,000円
	訪問着他

	H22,3,10
	
	Ｏ
	1,348,000円
	22,400円
	訪問着

	H22,5,18
	
	Ａ
	3,634,491円
	60,500円
	留袖一式

	H22,5,29
	
	Ｎ
	1,617,600円
	26,900円
	訪問着一式

	不明
	
	Ｓ
	2,286,491円
	38,100円
	留袖一式

	不明
	
	Ａ
	1,348,000円
	22,400円
	袋帯他

	不明
	
	Ｎ
	1,415,400円
	23,500円
	訪問着他

	
	20,380,780円
	337,300円
	


【事例３】次々販売②
	相談当時、乙子は６１歳。夫と二人暮らし。収入は年金であり、月額６万円。資産は特になし。夫は一人で切り盛りしている有限会社の代表者である。
　乙子は、過去、夫が事業に必要な資金を、乙子自身の貯金や、乙子の実家からの借金により賄ってきたこともあり、乙子には何の資産もなくなった。また、実家への借金の返済も滞り疎遠になってしまった。
乙子は、夫が営む会社の資産は、自分のものだと思い始め、会社のお金を使って高価な呉服や貴金属、宝石等を購入するようになった。会社の現金が底を尽いても、乙子の買物欲は納まらず、クレジットで購入するようになった。

　その結果、乙子は、クレジットの残高が残っている物だけでも、表記載の売買契約を締結した（表参照）。


	年月日
	販売店
	ｸﾚｼﾞｯﾄ会社
	支払総額
	毎回の割賦金額
	購入商品名

	H21.9.1
	Ｊ
	Ｃ
	466,830円
	7,700円
	Jｼﾞｭｴﾘｰ田崎ｸﾞﾙﾊﾞﾙﾘﾝｸﾞ

	H21.9.19
	
	
	573,300円
	9,500円
	Jｼﾞｭｴﾘｰ田崎金ﾀﾞｲﾔﾘﾝｸﾞ

	H21.12.10
	Ｈ
	Ｏ
	571,872円
	4,000円
	着物

	H22.1.25
	
	
	1,711,080円
	8,500円
	つづれ帯

	H22.1.25
	
	Ｎ
	993,762円
	4,800円
	螺鈿袋帯、附下げ、喪服

	H22.1.28
	Ｋ
	Ａ
	555,315円
	5000円
	エステルSⅠ（美容機器）

	H22.2.9
	Ｈ
	Ｎ
	527,116円
	8700円
	色留袖、コート

	H22.2.20
	
	
	730,611円
	8,800円
	色留訪問着

	H22.2.23
	Ｄ
	Ａ
	568,200円
	7,800円
	べセムS　DX

	H22.3.8
	Ｈ
	Ｎ
	897,120円
	14,900円
	漢方染め一式

	H22.3.9
	
	
	428,820円
	4,600円
	丸帯

	H22.4.1
	
	Ｏ
	1,570,254円
	26,100円
	藍染訪問着、サマルカンド袋帯、絞りゆかた

	H22.4.21
	
	Ｎ
	1,132,992円
	18,800円
	汕頭訪問着

	合計
	10,727,272円
	110,400円
	


①複数の販売業者が関与している場合の故意について
（例　Ａの販売行為により過量となった後に，Ｂが販売を行った場合）

　イ　立案担当者の見解（経産省説明会速記録６頁）
	ただし、この場合の「知りながら」の証明は、消費者の方でなさなければなりませんが、この「知りながら」の条件を立証することは難しいと思います。
今後、訴訟実務における主張立証の場面において、どのような証拠を提示すればこの条件を具備しているということになるかについて、様々な実務的工夫がなされると思います。今回の過量契約の解除権規定の立案においては、消費者の立証負担の問題については慎重に配慮をしたつもりです。
少なくとも密室的状態で行われる勧誘行為の状況を立証する必要はなくなっており、この規定でもそれなりに立証負担は軽くなっているとは思います。しかし、通謀類型における「知りながら」の立証は難しいとは思いますが、今回我々が頑張れたのはここまでです。


ロ　実務家の見解（池本誠司弁護士「改正割賦販売法における民事規定の活用」現代消費者法Ｎｏ．1・１１６頁）
	リフォーム工事のように外形的に過量な工事が見える場合は立証が容易であるが，そうでないケースでは，勧誘場面ですでに同種商品を多数購入していることを話題にしていたことや，販売業者が相互に連携して販売している事実があることを，消費者側で証明する必要がある。


ハ　【私見】～販売業者の「故意」に関する立証方法
ⅰ）前提：クレジット会社に課せられる義務

	①　支払可能見込額調査

→　指定信用情報機関の特定信用情報を使用（法３５条の３の３）

→　上記信用情報には，過去購入した商品名や数量が登録されている

（法３５条の３の５６，規則１０８条２項２号）

②　適正与信義務に基づく調査（法３５条の３の５，規則７５条）

→　告げられた内容が事実であるとの誤認若しくは当該事項に係る事実が存在しないとの誤認の有無又は当該事項につき提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認の有無に関する事項

→　威迫困惑行為の有無に関する事項

③　業務適正化義務（法３５条の３の２０，規則９３条）

→　適合性原則


規則９３条（抜粋）

	法第三十五条の三の三の五第一項の規定による調査その他の方法により知つた事項からみて、当該個別信用購入あつせん関係販売等契約が特定商取引に関する法律第九条の二第一項各号に掲げる契約に該当するおそれがあると認めるときは、当該個別信用購入あつせん関係販売等契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結してはならない

ただし、当該購入者等が当該個別信用購入あつせん関係販売等契約の締結を必要とする特別の事情があることを確認したときは、この限りでない。


＊規則９３条は以下に示された考え方がベースになっていると考えられる。

■平成２０年１２月１１日経産省「改正割賦販売法施行規則の骨子」９頁

	訪問販売による過量販売となる個別クレジット契約の防止
個別クレジット業者は、過量販売契約となりうる契約を締結しようとする場合、消費者に当該契約の締結を必要とする特別な事情があるかどうか、訪問販売業者に消費者が当該契約の締結を必要とする特別な事情があるかどうかを確認すること等を通じ、過量販売契約に係る与信契約の締結を行わないこと。


ⅱ）考え方
	当該クレジット会社は，当該消費者が従前にどのような商品を何点購入しているか登録されている信用情報を確認することになる。


↓

	規則９３条の規定からすれば，クレジット会社としては，当該消費者に加え，当該販売業者に対しても購入の必要性等について確認がなされることになる。


↓

	ところが、結果として，クレジット契約及び販売契約が締結された。


↓
	以上の事実から，販売店において過量についての「故意」が認められ、「特別の事情」につき主張立証責任を負うことにならないか？


ｃｆ　クレジット利用なし
（６）過量販売契約に係るクレジット契約の解除（割販法３５条の３の１２）

売買契約等に係るクレジット契約（個別信用購入あっせん関係受領契約に限る）も解除可能（後掲参照）
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６　訪問販売のクーリング・オフに関する改正
●　クーリング・オフの効果の明確化（法９条５項）
旧法においては，権利・役務についてはクーリング・オフに伴う原状回復義務として，販売業者・役務提供事業者は不当利得返還請求権を行使しえない旨が明記されていた。しかし，商品の使用利益については同様の定めがなく，このため，商品については一般の不当利得法理によって精算すべきとするのが経産省の見解であった。

今般の改正によって，商品の使用利益についても不当利得返還請求権を行使しえない旨が明記された。

７　オプトイン規制（H20.12.1施行）法１２条の３
（１）概要

●　販売業者等は，顧客から事前の請求又は承諾がない限り，電子広告メールをすることが禁止された（オプトアウト規制→オプトイン規制へ）。

●　請求・承諾があった場合はその記録を作成・保存

（２）　規制の対象

	規制対象となる電子メール広告
	ア　電子メール

イ　いわゆる携帯電話のショートメールサービス

	規制対象者

（右欄イが規制対象となる場合，アは対象とならなくなる）
	ア　販売業者及び役務提供事業者

イ　電子メール広告受託事業者※
※　以下の業務を一括受託している事業者をいう

ⅰ 消費者からの電子メール広告についての請求や承諾を得る業務

ⅱ 消費者からの請求や承諾の記録を作成し，保存する業務，
ⅲ 送信する電子メール広告に，消費者が受信拒否の意思を表示するための方法や連絡先などを表示する業務


※ショートメールサービス：同じ携帯電話会社間で送受信
（３）　適用除外

	相手方の請求により電子メール広告をするとき（法１２条の３第１号）
	

	契約内容や契約履行に関する通知など「重要な事項」を通知するメールに広告が含まれるとき（法１２条の３第２号、省令11条の3）
	「契約の成立」「注文確認」「発送通知」など契約の内容確認や契約履行に関わる重要事項のやり取りに付随して電子メール広告を送る場合。（ただし、消費者から見て明らかに重要でない事項にもかかわらず、それに付随して電子メール広告を送る場合は適用除外にならない。また、アフターサービスなどに関わる「フォローメール」に付随して電子メール広告を送る場合は、そのサービスが契約履行に不可欠な事項でない限り適用除外にはならない。）

	消費者からの請求や承諾を得て送信する電子メールの一部に広告を掲載する場合（法１２条の３第３号、省令11条の４第１号）
	メルマガなどの一部に広告を掲載する場合。ただし、メルマガを送ることの請求や承諾をしていない消費者に対して、メルマガなどと称して送りつけるものは適用除外にならない。

	フリーメール等に付随する広告メール（法１２条の３第３号、省令11条の４第２号）
	フリーメールの一部に広告を掲載することを条件にしている場合。
なお、利用者に対して、当該フリーメールサービスを利用するよう強制等することにより、広告が掲載されている電子メールを送信させようとする場合は適用除外にならない。 


（４）　承諾の取得方法

デフォルト・オフ（広告メール希望欄に消費者自らがチェックを入れる方式）に限らず，デフォルト・オンも認められる。

※【具体的な記載方法】
経産省「電子メール広告をすることの承諾・請求の取得等に係る「容易に認識できるよう表示していないこと」に係るガイドライン」を参照されたい。なお，上記ガイドラインでは，このほか，複数の事業者からの電子メールの送信について承諾を得る場合（例えば懸賞サイト）の記載例も紹介している。
（５）　消費者からの請求や承諾の記録保存義務

保存期間は３年間

＜請求や承諾の記録についての考え方＞ 

【原則】消費者ごとに請求や承諾を得たことを示す書面または電子データなどの記録を保存する

【例外】以下に示す条件をすべて充たした場合

→　消費者からの請求や承諾を得るために表示した定型的な内容を示す書面または電子データなどの記録とその内容が表示された時期を示す記録を保存することで足りる。

	①　請求や承諾を得るにあたり、定型的な様式（ウェブ上の承諾取得のフォーマットや、アンケート用紙など、一定の様式のこと）を表示し、又は用いていること。

	②　当該定型的な内容の表示が、消費者にとって当該電子メール広告の請求や承諾となるものであることが容易に認識できるように表示してあること

	③　個々の消費者から得た請求又は承諾に関する情報を、一覧性のある形で編集している（消費者の請求や承諾の意思表示情報が自動的に送信先リストに反映されるようなプログラムになっている場合等）こと


８　通信販売の契約解除（法１５条の２）
	◎商品の引渡しから８日間は申込の撤回又は販売契約等の解除を行うことができる。

・返品費用等は購入者負担となる（２項）。

・但し，販売業者が特約（返品不可・その他特約）を広告に表示（法１１条４号）していた場合は，同特約を優先する（但書）。


９　訪問販売協会による基金制度（法２９条の２）　
	金銭交付の業務を行う者
	社団法人日本訪問販売協会

	請求できる者
	・原状回復請求権者

・不当利得返還請求権者

	請求できるケース
	①
	協会会員の営む

	
	
	訪問販売にかかる売買契約、または役務提供契約を

	
	
	この法律の規定により解除し（法9条、9条の２）

	
	
	当該協会会員に対して金銭返還請求したが

	
	
	正当な理由なくその金銭が返還されない

	
	②
	協会会員の営む

	
	
	訪問販売にかかる売買契約、または役務提供契約の申込もしくは承諾の意思表示を

	
	
	この法律の規定により取り消し（法9条の３）

	
	
	当該協会会員に対して金銭返還請求したが

	
	
	正当な理由なくその金銭が返還されない

	交付される金銭の額
	会員が支出した基金の範囲内で一定の額（１件100万円まで）

	請求できる期間
	取消・解除を行い，既払金の返還を請求した日から１年間


第３　改正割賦販売法の概要

１　主な用語の整理
（１）包括信用購入あっせん

	用語
	イメージ
	出現条文

	包括信用購入あっせん
	旧法の総合割賦購入あっせんとリボルビング割賦購入あっせんをひっくるめた総称
	法2条3項1号（総合）
法2条3項2号（リボ）

	包括信用購入あっせん業者
	クレジット会社
	法30条１項

	包括信用購入あっせん関係受領契約
	カードで売買代金を決済する際の個々のクレジット契約
	法30条の2の3第１項

	包括信用購入あっせん関係販売業者
	加盟店
	法30条の2の3第4項

	包括信用購入あっせん関係役務提供事業者
	
	

	包括信用購入あっせん関係立替払取次ぎ
	カード発行会社（包括信用購入あっせん業者＝イシュア）が加盟店に支払うべき立替金について、自己の名前をもって取り次ぎする
	法30条の2の3第4項

	包括信用購入あっせん関係立替払取次業者
	アクワイアラ
	法30条の2の3第4項


（２）個別信用購入あっせん
	個別信用購入あっせん
	旧法の個品ローン提携販売と個品割賦購入あっせんをひっくるめた総称
	法2条4項

	個別信用購入あっせん業者
	クレジット会社
	法35条の3の2第1項

	個別信用購入あっせん関係販売業者
	加盟店
	法35条の3の2第1項

	個別信用購入あっせん関係役務提供事業者
	
	

	個別信用購入あっせん関係受領契約
	クレジット契約
	法35条の3の3第1項

	個別信用購入あっせん関係販売契約
	クレジットを利用した売買契約
	法35条の3の5第1項

	個別信用購入あっせん関係役務提供契約
	クレジットを利用した役務提供契約
	法35条の3の5第1項


２　平成20年改正法の概要

（１）ポイント

	趣旨
	改正ポイント
	対象（取引）
	備考

	悪質商法を助長する与信の防止
	個別信用購入あっせん関係受領契約を提供するクレジット会社（個別信用購入あっせん業者）の登録制
	個別信用購入あっせん
	法35条の3の23から35条の3の35

	
	個別信用購入あっせん業者に対して、販売業者の行為について調査を義務付け。
	個別信用購入あっせん関係受領契約

＋

・訪問販売

・電話勧誘販売

・特定連鎖販売個人契約

・特定継続的役務提供

・業務提供誘引販売個人契約
	法35条の3の5

	
	・法35条の3の5の調査

・その他の方法により知った事項

↓

販売業者が不適正な勧誘を行ったと認める場合に
↓

与信を禁止
	
	法35条の3の7

	
	個別信用購入あっせん関係受領契約の書面交付義務とクーリング・オフ
	
	法35条の3の9

法35条の3の10

法35条の3の11

	
	過量販売に関する個別信用購入あっせん関係受領契約の撤回・解除
	個別信用購入あっせん関係受領契約
＋

訪問販売
	法35条の3の12

	
	販売業者が、勧誘に際して、一定の事項について不実告知、または故意に事実不告知

↓

誤認
↓

取消
	個別信用購入あっせん関係受領契約

＋

・訪問販売

・電話勧誘販売

・特定連鎖販売個人契約

・特定継続的役務提供

・業務提供誘引販売個人契約
	法35条の3の13
法35条の3の14

法35条の3の15

法35条の3の16

	過剰与信の防止
	指定信用情報機関を利用した支払能力調査の義務付け
	・包括信用購入あっせん

・個別信用購入あっせん
	法30条の2

法35条の3の3

	
	支払能力を超える与信の禁止
	
	法30条の2の2

法35条の3の4

	規制範囲の拡大
	２か月を超える先の１回払い、２回払いも規制の対象
	・包括信用購入あっせん

・個別信用購入あっせん
	法2条3項1項
法2条4項

	
	商品、役務につき指定制を廃止
	個別信用購入あっせん
	法2条4項


（２）勧誘にかかる調査義務（35条の3の5）
	義務の対象
	個別信用購入あっせん業者

	適用対象取引
	個別信用購入あっせん関係受領契約

＋

以下に該当する個別信用購入あっせん関係販売契約（役務提供契約）

・訪問販売

・電話勧誘販売

・特定連鎖販売個人契約

・特定継続的役務提供

・業務提供誘引販売個人契約

	時期
	個別信用購入あっせん関係受領契約締結に先立って

	調査する事項


	与信禁止（法３５条の３の７）

	
	（ⅰ）特商法の禁止行為のうち、不実告知・事実不告知・契約締結又はクーリング・オフ妨害のための威迫困惑行為
6条1項～3項

21条

34条1項～3項

44条

52条1項もしくは2項

（ⅱ）消費者契約法4条1項～3項に規定する行為の有無（不実告知・断定的判断の提供・不利益事実の不告知・不退去・退去阻止）

	調査記録
	調査事項に関する記録を作成し、５年間保存する。


※具体的な定めは施行規則75条～78条
（３）書面交付義務
クレジットを利用して訪問販売、電話勧誘販売、特定連鎖販売個人契約、特定継続的役務提供、業務提供誘引販売個人契約に該当する取引をしようとする場合の書面交付
【クレジット業者の申込時・契約時交付書面】
	交付時期
	交付主体
	書面の記載事項
	根拠

	標記取引にかかる個別信用購入あっせん関係受領契約の申込を受けたとき
↓

遅滞なく
	個別信用購入あっせん業者
	【例：商品を訪問販売で】
1 商品の種類
2 購入者の支払総額

3 賦払金の金額・支払時期・支払方法

4 商品の引渡時期

5 個別信用購入あっせん受領契約の申込みの撤回または解除に関する事項（クーリング・オフに関する事項を含む）
6 35条の3の5第1項の調査の対象となるべき事項

7 施行規則
・個別信用購入あっせん販売業者の名称、住所、電話番号
・個別信用購入あっせん業者の名称、住所、電話番号
・当該個別信用購入あっせん関係受領契約の申込年月日
・商品名　・商品の商標（または製造者名）　・商品の型式

・商品の数量　・頭金の額　・支払分の支払回数

・個別信用購入あっせん関係販売契約、同受領契約について購入者が問合わせ、相談等を行うことのできる機関の名称、住所、電話番号
・個別信用購入あっせん業者に対する抗弁に関する事項

・支払時期未到来の支払分の支払を請求することについて定めがある場合にはその内容

・支払分の支払がなされない場合の損害賠償額の予定がある場合にはその内容

・そのほかに特約があるときはその内容
	法３５条の３の９第１項、２項（準用：３５条の３の８）
施行規則８１条、８２条


	標記取引にかかる個別信用購入あっせん関係受領契約を締結したとき
↓

遅滞なく
	個別信用購入あっせん業者
	【例：商品を訪問販売で】

1 商品の種類

2 購入者の支払総額

3 賦払金の金額・支払時期・支払方法

4 商品の引渡時期

5 個別信用購入あっせん受領契約の申込みの撤回または解除に関する事項（クーリング・オフに関する事項を含む）
6 35条の3の5第1項の調査の結果に関する事項

7 施行規則

・個別信用購入あっせん販売業者の名称、住所、電話番号

・個別信用購入あっせん業者の名称、住所、電話番号

・当該個別信用購入あっせん関係受領契約の契約締結年月日
・商品名　・商品の商標（または製造者名）　・商品の型式

・商品の数量　・頭金の額　・支払分の支払回数
・個別信用購入あっせん関係販売契約、同受領契約について購入者が問合わせ、相談等を行うことのできる機関の名称、住所、電話番号

・個別信用購入あっせん業者に対する抗弁に関する事項

・支払時期未到来の支払分の支払を請求することについて定めがある場合にはその内容

・支払分の支払がなされない場合の損害賠償額の予定がある場合にはその内容

・そのほかに特約があるときはその内容
	法３５条の３の９第３項、４項（準用：３５条の３の８）

施行規則８３条、８４条
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【販売店の契約時交付書面】
	交付時期
	交付主体
	書面記載事項
	根拠

	個別信用購入あっせん関係販売契約を締結したとき
↓

遅滞なく
	個別信用購入あっせん関係販売業者（役務提供事業者）
	【例：商品を訪問販売で】

以下の事項を記載した文書

1 商品の種類

2 購入者の支払総額

3 賦払金の金額・支払時期・支払方法

4 商品の引渡時期

5 個別信用購入あっせん関係販売契約の解除に関する事項（みなしクーリング・オフに関する事項を含む）
6 施行規則

· 個別信用購入あっせん販売業者の名称、住所、電話番号

· 個別信用購入あっせん業者の名称、住所、電話番号

· 個別信用購入あっせん関係販売契約の契約締結年月日

· 当該個別信用購入あっせん関係受領契約の契約締結年月日

· 商品名

· 商品の商標（または製造者名）

· 商品の型式

· 商品の数量

· 頭金の額

· 支払分の支払回数

· 個別信用購入あっせん関係販売契約、同受領契約について購入者が問合わせ、相談等を行うことのできる機関の名称、住所、電話番号

· 個別信用購入あっせん業者に対する抗弁に関する事項

· 支払時期未到来の支払分の支払を請求することについて定めがある場合にはその内容

· 支払分の支払がなされない場合の損害賠償額の予定がある場合にはその内容

· 役務提供が商品の販売の条件となっているときは、当該役務の内容、提供時期、その他当該役務に関する事項

· 権利の販売が商品の販売の条件となっているときは、当該権利の内容、移転時期、その他当該権利に関する事項

· 瑕疵担保責任についての定めがある場合にはその内容

· そのほかに特約があるときはその内容
	法３５条の３の８
施行規則７９条、８０条


（４）クレジット契約のクーリング･オフ
	クーリング・オフ（３５条の３の１０）について
１項：書面主義

２項：発信主義
３項：個別信用購入あっせん業者は損害賠償・違約金の支払い請求できない
４項：個別信用購入あっせん業者は、クーリング・オフ書面を受領した後、直ちに個別信用購入あっせん関係販売業者に通知
５項：個別信用購入あっせん関係販売契約はクレジットに関するクーリング・オフ発信時に解除したとみなされる（反対の意思表示は可能）
６項：個別信用購入あっせん関係販売業者は損害賠償・違約金の支払い請求できない
７項：個別信用購入あっせん業者は、クレジットのクーリング・オフ、かつ、売買契約の解除みなしの場合、当該クレジットによって購入者等が得られた利益に相当する金銭の支払請求できない。
８項：個別信用購入あっせん関係販売業者は、個別信用購入あっせん業者から受領したお金を個別信用購入あっせん業者に返金する。
９項：個別信用購入あっせん業者は、購入者等に、購入者等から受領した速やかにお金を返金する。
10項：商品の返還先は個別信用購入あっせん関係販売業者（引き取り費用は同者負担）
11項：個別信用購入あっせん関係販売業者は、購入者等が得られた利益の返還請求できない。
12項：個別信用購入あっせん関係役務提供事業者は、提供済みの役務の対価を請求できない。
13項：個別信用購入あっせん関係販売業者等は、購入者等から受領した金銭を速やかに返還。
14項：無償で原状回復請求


参考
（１）35条の3の10のクーリング・オフの通知関係

	













（２）禁止される事項

	









（３）効果

	













（５）クレジット契約の過量販売解除（35条の3の12）

【要件等】
	申込を撤回、契約を解除できる主体
	訪問販売によって個別信用購入あっせん販売契約の申込をした者、同契約を締結した者（申込者等）
	法35条の3の12
法35条の3の10①1,2,4,5号

	申込を撤回、契約を解除できる契約
	販売契約が特定商取引法9条の2第1項各号に該当する場合の個別信用購入あっせん受領契約
	※申込者等に当該特定契約の締結を必要とする特別の事情があった時は、この限りでない。

	撤回、解除の意思表示の方法
	任意の方法
	クーリング･オフの書面要件、発信主義は不採用

	撤回、解除の行使期間
	当該個別信用購入あっせん受領契約締結から1年以内
	


【クレジット契約解除の効果】

①クレジット業者の損害賠償・違約金請求の禁止（35条の3の12第3項）
②解除前の対価の請求禁止（35条の3の12第4項）
≪条文引用≫
個別信用購入あっせん業者は、申込みの撤回等があった場合には、既に商品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の個別信用購入あっせん関係販売業者又は個別信用購入あっせん関係役務提供事業者への交付をしたときにおいても、申込者等に対し、当該個別信用購入あっせん関係販売業者又は当該個別信用購入あっせん関係役務提供事業者に対して交付をした当該商品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額その他当該個別信用購入あっせんにより得られた利益に相当する金銭の支払を請求することができない。ただし、申込みの撤回等があった時前に特定商取引に関する法律第9条第1項又は第9条の2第1項の規定により当該特定契約の申込みが撤回され、又は当該特定契約が解除された場合は、この限りでない。（※下線は筆者）
特定商取引法9条の2第3項は、9条3項ないし8項（クーリング・オフの規定）を準用している。すなわち、売買契約を先に解除し、後からクレジット契約を解除した場合、販売業者は、特定商取引法9条6項の清算ルールにより、クレジット業者から受領している立替金相当額を購入者に返還する義務が発生することになり、購入者は、販売店から返還された金員をクレジット業者に支払うことになる。以上のような清算を行う必要が出てくるため、売買契約を先に解除した場合には、4項但書のとおりとなるのである（ 事例Ｃ 参照）。
③販売業者の受領している金銭のクレジット業者への返還（35条の3の12第5項、前項と同様に但書）
④クレジット業者の受領済金銭の申込者への返還（35条の3の12第6項）
⑤申込者に不利な特約の無効（35条の3の12第8項）
【清算ルールの具体例】
事例Ａ　商品代金30万円、割賦手数料15万円、クレジットの支払総額が45万円の場合で、消費者が10万円をクレジット業者に支払った場合。




事例Ｂ　消費者が本条によるクレジット契約の解除、特定商取引法9条の2による解除を行う（クレジット契約解除　→　売買契約解除）。
①　クレジット業者は、受領済みの10万円を消費者に返還（35条の3の12第6項）
②　消費者は受領済み商品を販売業者に返還
③　販売業者は、受領している30万円をクレジット業者に返還（35条の3の12第5項本文）




事例Ｃ　4項但書、5項但書に基づく清算（売買契約解除　→　クレジット契約解除）
①　売買契約の解除により、消費者は商品を販売業者に返還し、販売業者はクレジット業者から受領している30万円を消費者に返還（特商9条6項）
②　消費者は、クレジット業者に10万円支払いの状態で、販売店から30万円の返還を受ける（または30万円の返還請求権を取得する）ので、20万円の不当利得となる
③　クレジット業者は、立替金30万円を販売業者に支払っているが、消費者から10万円を受け取っているだけであるため20万円の損失となるので、消費者の不当利得20万円を返還請求する
④　クレジット業者は、既払金10万円と消費者から返還された20万円との合計で30万円を受領して損失がなくなる。この場合に、クレジット契約は解除されているから、手数料は不要と考える
※ したがって、販売店が事実上倒産している状態で売買契約を先に解除すると、クレジット業者に対する20万円の支払義務が残ることになるが（割販35条の3の12第4項但書）、抗弁の対抗は可能である（割販35条の3の19）。但しこの場合、クレジット業者に支払った10万円は返還されないと考えられる。





（６）クレジット契約の取消（35条の3の13）
	個別信用購入あっせん関係販売業者が、


⇓

	（訪問販売にかかる個別信用購入あっせん関係販売契約にかかる）個別信用購入あっせん関係受領契約について勧誘するに際し


⇓

	【例：商品の訪問販売＋不実告知】
	
	【例：商品の訪問販売＋故意に事実不告知】

	①購入者の支払総額

②個別信用購入あっせんにかかる賦払金の額、その支払の時期および方法

③商品の種類・性能もしくは品質、及び、商品の効能、商標、製造者名、販売数量、必要数量のうち購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの

④商品の引渡時期

⑤個別信用購入あっせん関係受領契約もしくは個別信用購入あっせん関係販売契約の申込の撤回または契約解除に関する事項（クーリング・オフに関する事項を含む）
⑥個別信用購入あっせん関係受領契約または個別信用購入あっせん関係販売契約に関する事項で、購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの
	
	①購入者の支払総額

②個別信用購入あっせんにかかる賦払金の額、その支払の時期および方法

③商品の種類・性能もしくは品質、及び、商品の効能、商標、製造者名、販売数量、必要数量のうち購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの

④商品の引渡時期

⑤個別信用購入あっせん関係受領契約もしくは個別信用購入あっせん関係販売契約の申込の撤回または契約解除に関する事項（クーリング・オフに関する事項を含む）


⇓

	購入者が当該告知内容が事実であると誤認
	
	購入者が当該事実が存在しないと誤認


⇓
	誤認したことによって個別信用購入あっせん関係受領契約の申込・契約締結


⇓
	取り消すことができる


※この規定に基づいて個別信用購入あっせん関係受領契約を取り消しても、個別信用購入あっせん関係販売契約は自動的に消滅しない。別途、取り消す必要がある。
（７）適用除外

【割賦販売・ローン提携】

	法の適用除外（§８条、２９条の４）

	①　指定商品・指定権利を販売する契約または指定役務を提供する契約（連鎖販売個人契約、業務提供誘引販売個人契約を除く）であって、当該契約の申込をした者にとって営業のためにもしくは営業として締結する割賦販売

②　輸出取引たる割賦販売

③　国又は地方公共団体が行う割賦販売

④　特別法に基づき設立された組合、国家公務員法等に基づいて設立された団体等がその構成員等に対して行う割賦販売

⑤　事業者がその従業員に対して行う割賦販売

⑥　無尽業法第一条に規定する無尽に該当する割賦販売（割賦販売のみ）


【包括信用購入あっせん】

	法の適用除外（§３５条の３の６０Ⅰ）

	①　商品・指定権利を販売する契約または役務を提供する契約（連鎖販売個人契約、業務提供誘引販売個人契約を除く）であって、当該契約の申込をした者にとって営業のためにもしくは営業として締結するもの

②　輸出取引

③　国又は地方公共団体が行うもの

④　特別法に基づき設立された組合、国家公務員法等に基づいて設立された団体等がその構成員等に対して行うもの

⑤　事業者がその従業員に対して行うもの

⑥　不動産の販売に関するもの

	３０条の４：抗弁の接続の適用除外

	①政令で定める金額に満たない支払総額のもの


【個別信用購入あっせん】

	法の適用除外（§３５条の３の６０Ⅱ）

	①　商品・指定権利を販売する契約または役務を提供する契約（連鎖販売個人契約、業務提供誘引販売個人契約を除く）であって、当該契約の申込をした者にとって営業のためにもしくは営業として締結するもの

②　輸出取引

③　国又は地方公共団体が行うもの

④　特別法に基づき設立された組合、国家公務員法等に基づいて設立された団体等がその構成員等に対して行うもの

⑤　事業者がその従業員に対して行うもの

⑥　不動産の販売に関するもの

	次の規定の適用除外

３５条の３の５：販売契約等の勧誘に係る取消事由の有無等の調査義務

３５条の３の７：販売契約等の勧誘に係る取消事由があったと認める場合の与信禁止

３５条の３の９：クレジット会社の書面交付義務

３５条の３の１０：クレジット契約のクーリング・オフ

３５条の３の１２：過量販売に係るクレジット契約の解除

３５条の３の１３：クレジット契約に係る取消

	1 株式会社以外の者が発行する新聞紙の販売

2 弁護士等による役務提供

3 金融商品取引業者、金融商品仲介業者等、金融用品取引法で規制をされている業者による金融商品販売・役務提供

4 宅地建物取引業者が行う宅地建物等の販売・役務提供

5 旅行業者代理業者が行う旅行関連役務提供

6 他の法律によって保護されている販売・役務提供で政令で定めるもの

	次の規定の適用除外

３５条の３の１０：クレジット契約のクーリング・オフ

	1 債務の全部の履行が契約締結後直ちに行われるのが通例であって、かつ、契約締結後直ちに履行され、かつ、省令で定める役務の提供（例：路上の引き込みに連れ込まれた居酒屋で飲食）

2 交渉が相当期間行なわれるのが通常で、かつ、政令で定めるもの（例：乗用自動車）

3 契約締結後速やかに提供されないと消費者の利益を害するもので、かつ、政令で定めるもの（例：電気・ガスの供給、葬儀）

4 消耗品（例：化粧品、健康食品、反物、避妊具、防虫剤、履物、壁紙、（配置薬））

5 すぐに品質が低下する商品、かつ、政令で定めるもの（？？カニ）

	次の規定の適用除外

３５条の３の１９：抗弁の接続

	①政令で定める金額に満たない支払総額のもの


３　実践編～新たに創設された民事効について～
	Ａは、店舗外で、化粧品の販売業者であるＸ株式会社に対し、７０万円の化粧品セットを、Ｙクレジット株式会社のクレジットを利用して購入する申込みをしたが、これを取り消したい。


①　個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面を受領した日から起算して８日以内の場合

②　個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面を受領した日から起算して３箇月が経過しているが、個別信用購入あっせん関係販売契約に関する事項を記載した書面に法定事項の記載不備があった場合
③　個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面を受領した日から起算して３箇月が経過しているが、個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面にクーリング・オフに関する事項が遺漏していた場合

④　個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面を受領した日から起算して３箇月が経過しているが、契約の締結の勧誘時に、Ｘ株式会社に勧められて化粧品セットの一部を開封して使用したところ、同社より、開封した後はクーリング・オフできないと言われてこれを信じた場合

⑤　個別信用購入あっせん関係受領契約に関する事項を記載した書面を受領した日から起算して３箇月が経過しているが、契約を締結してから２日後に、Ｙクレジット会社から電話があり、クーリング・オフを行使しないように念押しされ、了承するまで電話を切ることができなかった場合
⑥　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係受領契約に関する（例えば，支払総額など）について不実告知をした場合

⑦　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係販売契約に関する重要な事項（例えば商品の効能）について不実告知をした場合

⑧　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係販売契約の目的物たる商品の購入の動機について不実告知をした場合
⑨　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係販売契約の勧誘及び個別信用購入あっせん関係受領契約の申込手続時において，威迫困惑行為をした場合

⑩　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係受領契約のクーリング・オフに関して不実告知をした場合

⑪　個別信用購入あっせん関係販売業者が、個別信用購入あっせん関係販売契約のクーリング・オフに関して不実告知をした場合


[image: image2]












【実務における留意点】


本改正は，あくまでも「訪問販売」に限り，電話勧誘販売等は現行法と変更はない。これは，訪問販売につき行使期間が１年である過量販売解除につき，使用利益の請求を認めないこととの整合性をとったものと思われる。
























































【実務における留意点】


●過量販売解除は，あくまでも「訪問販売」に限る点に注意


●２号類型の「故意」に関する主張立証は今後の検討課題。


●「過量」の考え方⇒当該消費者にとって，一つもいらない商品を購入させられた事案は本条の対象となるか？






















































































上記につき宮内豊文司法書士事務所のＨＰで解説しています。http://www4.tokai.or.jp/miyauchi/
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消費者





商品





20万円





30万円





クレジット業者
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販売業者





消費者





30万円





10万円





クレジット業者





商品





クレジット業者





10万円





30万円





立替金相当額等を返還（８項）





販売業者





クレジット会社





既払金を返還（９項）











役務提供等に伴って土地等の現状変更の場合，無償の原状回復請求可能（１４項）





頭金等を受領しているときは返還（１３項）








●クレジット契約





購　入　者





商品引取費用等は販売業者が負担（１０項）





販売業者





クレジット会社











○違約金等の請求禁止（６項）


○使用利益請求禁止（11,12項）※





○違約金等の請求禁止（３項）


○立替金相当額等請求禁止（７項）





購　入　者





１項の通知を受領した旨を直に通知（４項）





販売業者





クレジット会社





みなしクーリング・オフ


（５項）











書面でクーリング・オフ通知


（１項・２項）





●販売契約等





●クレジット契約





購　入　者





消費者





販売業者
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